
貸  　借  　対  　照 　 表
 　（２０２６年３月３１日現在）

（単位：千円）

金　　　額 金　　　額

流動資産 303,832 流動負債 21,362

現金及び預金 215,703 未払金 12,935

売掛金 26,494 未払費用 586

未収入金 67 未払法人税等 3,377

前払費用 665 預り金 186

貯蔵品 128 前受収益 66

立替金 287 賞与引当金 3,478

短期貸付金 50,000 その他流動負債 732

未収消費税等 10,486

固定資産 1,249,417

有形固定資産 228,188

建　物 161,044 固定負債 18,452

構築物 10,530 退職給付引当金 8,061

機械・装置 53,369 役員退職慰労引当金 8,211

車両運搬具 580 その他固定負債 2,180

工具・器具・備品 2,663

無形固定資産 2,314 39,815

ソフトウエア 1,954

電話加入権 360 株主資本 1,513,434

投資その他の資産 1,018,914 資本金 500,000

保証金 1,270 利益剰余金 1,013,434

長期貸付金 1,000,000 　　その他利益剰余金その他利益剰余金 1,013,434

長期前払費用 178 　　　別途積立金   別途積立金 460,000

繰延税金資産 17,423 　　　繰越利益剰余金   繰越利益剰余金 553,434

その他投資 42

1,513,434

1,553,249 1,553,249

（注)千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。

純 資 産 合 計

資　 産　 合　 計 負債及び純資産合計

科　　　　目 科　　　　目
（資産の部） （負債の部）

負 債 合 計

（純資産の部）



　　（単位：千円）

　 科　　　　　　   目

売上高 238,951

売上原価 173,572

売上総利益 65,379

販売費及び一般管理費 56,617

営業利益 8,762

営業外収益

受取利息 6,703

雑収入 1,470 8,174

営業外費用

雑損失 14 14

経常利益 16,922

特別利益

その他特別利益 77 77

特別損失

減損損失 4,084

その他特別損失 959 5,044

税引前当期純利益 11,954

法人税、住民税及び事業税 5,889

法人税等調整額 △ 129 5,759

当期純利益 6,194
（注)千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。

損   益   計   算   書
２０２５年　４月　１日から

２０２６年　３月３１日まで

金　　　　　　　額



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記事項

一 資産の評価基準及び評価方法

(1)たな卸資産の評価方法及び評価基準

貯蔵品

二 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定額法を採用しております。

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間を５年とする定額法によっております。

三 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

(2)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

(3)退職給付引当金

(4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。

四 収益及び費用の計上基準

２.貸借対照表に関する注記

一 有形固定資産の減価償却累計額 1,814,364千円

二 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 60,429千円
長期金銭債権 1,000,000千円
短期金銭債務 2,626千円

３.損益計算書に関する注記

関係会社との取引高 営業取引による取引高

売上高 117,368千円
売上原価 44,663千円
その他の営業取引高 12,497千円

営業取引以外の取引による取引高
営業外収益 6,434千円

４.株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数

株式の種類 前年度末 当年度 当年度 年度末
の株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） の株式数（株）

普通株式 1,000,000 - - 1,000,000

個 別 注 記 表

最終仕入原価法によっております。
なお、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によっております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員の退職給付の支給に備えるため、当期末における退職給付債務の見込み額に基づき計上
しております。

　セメント出荷等、サービスの提供に係る収益は、契約上の条件が履行された時点をもって履
行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

　セメントサイロの設備料金に係る収益は、契約期間に基づいて収受すべき月当りの賃貸およ
び保守料を基礎として、その経過期間に対応する収益を計上しております。



５.金融商品に関する注記

一 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

二 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金 215,703 215,703 -
②売掛金 26,494 26,494 -
③短期貸付金 50,000 49,410 △ 589
④未収消費税等 10,486 10,486 -
⑤長期貸付金 1,000,000 958,545 △ 41,454
⑥未払金 (12,935) (12,935) -
⑦未払法人税等 (3,377) (3,377) -

(注1)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

①現金及び預金、②売掛金、及び④未収消費税等

③短期貸付金、及び⑤長期貸付金
　

⑥未払金、及び⑦未払法人税等

(注2)金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内 １年超

現金及び預金 215,703 -
売掛金 26,494 -
短期貸付金 50,000 -
長期貸付金 - 10,486

６.税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

退職給付引当金 2,540 千円
減価償却費超過額 11,743
資産除去債務 673
賞与引当金 1,281
未払事業税 672
役員退職慰労引当金 2,588
その他 512
繰延税金資産小計 20,012

評価性引当額 △ 2,588
繰延税金資産合計 17,423

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。

当社では、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を、国債の利回り等適切な指標に信用ス
プレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。

（単位：千円）

当社は、資金運用については、安全性の高い金融資産で運用しております。また、借入金はあ
りません。

営業債権である売掛金は、当社設立の経緯から、そのほとんどが当社のステークホルダー及び
その子会社が取引先となり、成り立っております。当社の経理規程に従い、取引先ごとの期日
管理及び残高管理を行うとともに、月次の資金計画を作成しております。また、当社のステー
クホルダーの子会社に対し、貸付を行っております。
営業債務である未払金は、そのほとんどが一ヶ月以内の支払期日です。

令和8年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりです。

（単位：千円）



７．関連当事者との取引に関する注記

役員の
兼任等

事業上の
関係

86,174
 ｾﾒﾝﾄ事業
 等

（所　有）
0％

（被所有）
21.9％

なし
 ｾﾒﾝﾄ共同中継
 ﾀｰﾐﾅﾙ施設の
 運営の受託

 ｾﾒﾝﾄの保管、
 中継の請負
 ※１

117,368  売掛金 10,429

 施設用地の
 賃借

 土 地 貸 借
 ※２

27,205 － －

 出向受入  技術支援 27,405 未払金 2,601

 短期
 貸付金

50,000

 長期
 貸付金

1,000,000

 利息の受取
 ※３

6,434 － －

主要株主
（会社等）

41,654
 ｾﾒﾝﾄ事業
 等

（所　有）
0％

（被所有）
14.6％

なし
 ｾﾒﾝﾄ共同中継
 ﾀｰﾐﾅﾙ施設の
 運営の受託

 ｾﾒﾝﾄの保管、
 中継、配送
 の請負
 ※１

99,436  売掛金 10,810

（注）１.上記取引金額には消費税等は含まれておりません。

      ２.取引条件及び取引条件の決定方針等

※１

※２ 土地の賃借料は近隣の時価を勘案し、取引価格を決定しております。

※３

８．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額

(2)１株当たり当期純利益

９．重要な後発事象に関する注記
　　 該当事項はありません。

１０．収益認識に関する注記

　　　収益を理解するための基礎となる情報 

　　　「１．四 収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

１１．その他の注記
　 　資産除去債務に関する注記

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

 太平洋ｾﾒﾝﾄ㈱

属性 会社等の名称
資本金

（百万円）
取引の内容

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）

関係内容/事業の
/内容
/又は職業

その他の
関係会社

 日本貨物鉄道㈱
 貨物鉄道
 事業等

（所　有）
0％

（被所有）
50.0％

なし

1,513円43銭

6円19銭

       当社は、セメント共同中継ターミナル施設用地の土地賃貸借契約に基づき、施設の退去時における原状回
       復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来施設を移
       転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見
       合う資産除去債務は計上しておりません。

 運転資金の
 貸付

 資金の貸付
 ※３

19,000

1,050,000

ジェイアールエフ商事㈱に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期
間４年としております。なお、担保は受け入れておりません。

その他の
関係会社
の子会社

なし なし

 住友大阪ｾﾒﾝﾄ㈱

 ｼﾞｪｲｱｰﾙｴﾌ商事㈱ 150  ﾘｰｽ業等

セメントの保管、中継、配送料金は契約に基づき、市場価格等を勘案した一般的取引条件を参考に、取引価
格を決定しております。


